
名古屋市立大学研究用病原性微生物等安全管理規程

名古屋市立大学研究用微生物安全管理規程（平成20年公立大学法人名古屋市立大学達第93号）の全部を改正する。
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　　　第１章　総則

　（目的）

第１条　この規程は、名古屋市立大学（以下「本学」という。）において取り扱う研究用病原性微生物等の安全管理について定め、本学における研究用病原性微生物等に起因して発生する曝露及び感染症の発生を予防し、及びそのまん延の防止を図ることを目的とする。
　（定義）

第２条　この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に掲げるところによる。

(1) 研究用病原性微生物等　研究用の細菌、真菌、ウイルス、寄生虫及びプリオン並びに微生物の産生する毒素で、人体に危害を及ぼす要因となるもの
(2) バイオセーフティレベル（以下「BSL」という。）　細菌については日本細菌学会の定める「病原細菌のBSLレベル」表に、細菌以外の病原性微生物等については国立感染症研究所病原体等安全管理規程（以下「研究所規程」という。）別冊１に定めるもの。ただし、第６条に規定するバイオセーフティ委員会において必要と認めたときは、個別の研究用病原性微生物等について、これを定めることができる。

(3) 特定病原体等　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号。以下「感染症法」という。）に規定する特定一種病原体等、二種病原体等、三種病原体等及び四種病原体等

(4) 安全管理　バイオセーフティ（研究用病原性微生物等への曝露等を予防することをいう。）及びバイオセキュリティ（研究用病原性微生物等の紛失、盗難、濫用・悪用等を防止することをいう。）
(5) 指定実験室　各BSLの研究用病原性微生物等を取り扱う実験室
(6) 研究用病原性微生物等管理区域（以下「管理区域」という。）　指定実験室及び研究用病原性微生物等の安全管理に必要な区域（指定実験室（BSL２及びBSL３に係るものに限る。）を監視する部屋、研究用病原性微生物等を取り扱う部屋の空調、排水
等に係る設備を有する部屋、研究用病原性微生物等を保管又は減菌する部屋等を含む。）
(7) 教職員等　本学の教職員（非常勤教職員を含む。）、大学院生、研究生、学部学生及び研究員等

(8) 法令等　感染症法、家畜伝染病予防法（昭和26年法律第166号）、輸出貿易管理令（昭和24年政令第378号）、遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律（平成15年法律第97号）その他関係法令等及び本学の規程等
（一部改正　平成27年達第60号）

　（学長の責務）

第３条　学長は、本学における研究用病原性微生物等の取扱いに係る安全確保・安全管理に関する事務を総括する。
(一部改正　令和４年達第81号)

　（研究科長の責務）

第４条　研究科長は、所管の研究科における研究用病原性微生物等の取扱いに係る安全管理に関する事務を処理する。

（一部改正　平成31年達第63号、令和元年達第41号）

　（教職員等の責務）

第５条　教職員等は、研究用病原性微生物等を取り扱う場合には、法令等に定める事項に適合する方法に従って行い、また、これらを遵守しなければならない。

　　　第２章　安全管理体制

　（委員会の設置）

第６条　本学における研究用病原性微生物等の安全管理に関する重要事項を調査・審議するため、バイオセーフティ委員会（以下「委員会」という。）を置く。
２　委員会に関する必要な事項は、別に定める。

（安全主任者及び危害防止主任者）

第７条　学長及び研究科長を補佐するため、研究用病原性微生物等を取り扱う研究科ごとに、安全主任者１名を置く。ただし、委員会が必要と認める場合は、これを２名以上とすることができる。
２　安全主任者は、法令等及びこの規程を熟知するとともに第１条に規定する目的を達成するために、研究用病原性微生物等及びこれに汚染された材料の処理に関する知識及び技術並びにこれらを含む関連の知識及び技術を習熟した者のうちから、研究科長の推薦に基づき、学長が任命する。
３　安全主任者は、次に掲げる業務を行う。

(1) 研究用病原性微生物等の利用、保管、他の研究機関への供与及び廃棄（以下「利用等」という。）が法令等に従って適正に遂行されていることを確認する。

(2) 第６項に定める危害防止主任者及び研究用病原性微生物等を利用等する者に対し、指導及び助言を行う。

(3) その他研究用病原性微生物等の利用等の安全確保に関する必要な事項の処理に当たる。

４　安全主任者の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。

５　安全主任者は、その任務を行うに当たり委員会と十分連絡をとり、必要な事項については委員会に報告するものとする。

６　学長は、指定実験室ごとに、教職員等のうちから研究科長の推薦に基づき、研究用病原性微生物等の安全管理を行う危害防止主任者を指名する。

７　危害防止主任者は、この規程に定める業務を行うとともに、当該指定実験室の業務の調整及び総括について責任を負わなければならない。

（一部改正　平成31年達第63号、令和元年達第41号、令和４年達第81号）
　　　第３章　安全管理基準

　（実験室等の安全設備及び運営に関する基準等）

第８条　指定実験室に施設責任者を置く。
２　教職員等は、指定実験室をBSL２又はBSL３実験室として新たに使用するときは、あらかじめ安全主任者の同意を得た上で、様式第１号により、所管の研究科長を経由して学長に申請し、承認を受けなければならない。当該申請により学長の承認を受けたものについて、その内容を変更するときも、同様とする。
３　教職員等は、前項のBSL実験室としての使用を終了するときは、あらかじめ安全主任者の同意を得た上で、様式第２号により、所管の研究科長を経由して学長に届け出なければならない。
４　施設責任者は、指定実験室について、研究所規程別冊１の付表２及び付表３並びに別冊２に定める基準に従って必要な設備を備え、運営しなければならない。

（一部改正　平成28年達第８号、平成29年達第70号、平成31年達第63号、令和元年達第41号、令和４年達第81号）
　（研究用病原性微生物等の取扱手続及び分与・移動）

第９条　教職員等は、研究所規程別冊１に定めるBSL２の研究用病原性微生物等を新たに保管しようとするとき、又はこれらの研究用病原性微生物等を用いて新たに実験をしようとするときは、あらかじめ安全主任者の同意を得た上で、様式第３号により、所管の研究科長を経由して学長に申請し、承認を受けなければならない。
２　教職員等は、研究所規程別冊１に定めるBSL３又はBSL４の病原性微生物を新たに保管しようとするとき、又はこれらの研究用病原性微生物等を用いて新たに実験をしようとするときは、あらかじめ安全主任者の同意を得た上で、様式第４号により、所管の研究科長を経由して学長に申請し、承認を受けなければならない。

３　教職員等は、研究所規程別冊１に定めるBSL２又はBSL３の研究用病原性微生物等を本学以外の機関から受け入れるときは、あらかじめ安全主任者の同意を得た上で、様式第５号により、所管の研究科長を経由して学長に申請し、承認を受けなければならない。ただし、当該申請により学長の承認を受けたものについて、再度、本学以外の機関から受け入れるときは、申請者、研究用病原性微生物等及び相手機関が同一である場合に限り、様式第５号の２による届出に代えることができる。
４　教職員等は、研究所規程別冊１に定めるBSL２又はBSL３の研究用病原性微生物等を本学の各研究室の間で移動させるときは、あらかじめ安全主任者の同意を得た上で、様式第６号により、所管の研究科長を経由して学長に申請し、承認を受けなければならない。

５　教職員等は、研究所規程別冊１に定めるBSL２又はBSL３の研究用病原性微生物等を本学以外の機関へ供与しようとするときは、あらかじめ安全主任者の同意を得た上で、様式第６号の２により、所管の研究科長を経由して学長に申請し、承認を受けなければならない。ただし、当該申請により学長の承認を受けたものについて、再度、本学以外の機関へ供与しようとするときは、申請者、研究用病原性微生物等及び供与先機関が同一である場合に限り、様式第６号の３による届出に代えることができる。
６　教職員等は、BSL２又はBSL３の研究用病原性微生物等を廃棄する場合は、あらかじめ安全主任者の同意を得た上で、様式第７号により、所管の研究科長を経由して学長に届け出なければならない。

７　教職員等は、第１項及び第２項の申請事項のいずれかに変更の必要が生じた場合は、新たにこれらに定めるところにより学長に申請し、承認を受けなければならない。
８　教職員等は、利用中又は保管中の微生物（研究所規程別冊１に定めるBSL２以上のものに限る。）については、１年ごとに当該微生物のBSLを確認しなければならない。

９　教職員等は、第１項から第３項までの規定により申請する研究用病原性微生物等について、本学の規程において別に定める遺伝子組換えが行われたものを含む場合は、名古屋市立大学遺伝子組換え実験等安全管理要項（平成18年公立大学法人名古屋市立大学達第124号）第３条に定める申請を同時に行い、当該遺伝子を組み換えた研究用病原性微生物等のBSLを決定しなければならない。
（一部改正　平成27年達第60号、平成28年達第８号、平成28年達第79号、平成31年達第63号、令和４年達第81号）
　（委員会への諮問）

第10条　学長は、第８条第２項並びに前条第１項から第５項まで及び第７項の定めに基づく申請があった場合は、委員会へ諮問するものとする。
（一部改正　平成27年達第60号、平成28年達第８号、平成29年達第70号、令和４年達第81号）
　（承認）

第11条　学長は、委員会の審議の結果に基づき、当該申請の実施について承認の可否の決定を行うものとする。

２　学長は、当該申請の内容の一部を変更して決定することができる。
（一部改正　令和４年達第81号）

　（通知）

第12条　学長は、前条の決定を行ったときは、所管の研究科長にその旨を通知するものとする。

（一部改正　平成31年達第63号、令和４年達第81号）

　（研究用病原性微生物等の輸送・運搬等）

第13条　研究用病原性微生物等を本学以外へ移動させる場合又は本学以外から受け入れる場合は、万国郵便条約の通常郵便に関する施行規則第134条に規定する容器及び包装を用いた方法に従わなければならない。
２　教職員等は、取り扱う研究用病原性微生物等（研究所規程別冊１に定めるBSL２以上のものに限る。）を本学以外へ移動させる場合又は本学以外から受け入れる場合について、対象となる研究用病原性微生物等の名称、BSL、株種及び数量並びに移動（受入）の相手機関、方法及び年月日の記録を作成し、保存しなければならない。
（一部改正　平成28年達第79号、平成29年達第70号）
　（指定実験室の表示）

第14条　指定実験室及び管理区域の出入口には、厚生労働大臣が指定する国際バイオハザード標識（様式第８号）を表示しなければならない。

　（BSL３及びBSL４の研究用病原性微生物等を取り扱う教職員等）

第15条　指定実験室において研究所規程別冊１に定めるBSL３及びBSL４の研究用病原性微生物等を取り扱う教職員等は、次に掲げる条件をすべて満たす者でなければならない。

(1) 取り扱う研究用病原性微生物等に関し、その本質、人体に対する病原性、実験中に起こり得るバイオハザードの範囲及び安全な取扱方法並びに指定実験室の構造、使用方法及び事故発生等の緊急時措置等について、十分な知識を有し、かつ技術的修練を経ていること。
(2) 第20条に規定する定期の健康診断を受診していること。　
（取扱い研究用病原性微生物等の減菌等の処置）

第16条　BSL２からBSL４までの研究用病原性微生物等（これらに汚染されたと思われるものを含む。次項において同じ。）の廃棄にあたっては、当該研究用病原性微生物等に最も有効な消毒滅菌方法に従い処置しなければならない。
　（曝露と対応）

第17条　次に掲げる場合は、これを曝露として取り扱うものとする。

(1) 外傷、吸入、粘膜曝露等により、BSL２からBSL４までの研究用病原性微生物等が教職員等の体内に入った可能性がある場合

(2) 指定実験室内及び指定実験室機能の維持に必要な安全設備の機能に重大な異常が発見された場合
(3) BSL２からBSL４までの研究用病原性微生物等により指定実験室内が広範に汚染された場合
(4) 教職員等の健康診断の結果、BSL２からBSL４までの研究用病原性微生物等によると疑われる異常が認められた場合
(5) 第19条に規定する緊急対策本部から曝露の報告があった場合

２　前項第１号から第５号の曝露を発見した者は、直ちに施設責任者、危害防止主任者及び所管の研究科長に通報しなければならない。

３　前項の通報を受けた研究科長は、直ちに学長及び委員会に報告するとともに、必要に応じ委員会、施設責任者及び危害防止主任者と協力して、速やかに所要の応急処置を講じなければならない。

４　前項の報告を受けた学長は、適切な措置を講ずることを命ずるとともに、必要があると認めるときは、危険区域を指定し、当該区域の使用を一定期間禁止することができる。

５　学長は、前項の措置を講じたときは、事故の内容、危険区域及び措置の内容等を教職員等に通知するとともに、委員会その他適当と認める者に事故の原因、危険区域の安全性その他の事項に関する調査を行わせなければならない。

６　前項の調査を行う者は、危険区域の安全性の回復を確認したときは、速やかに学長に報告しなければならない。

７　学長は、前項の報告を受けたときは、当該危険区域の指定及び使用禁止を解除し、教職員等にその旨通知しなければならない。

（一部改正　平成31年達第63号、令和元年達第41号、令和４年達第81号）

　（緊急時の対策）

第18条　学長は、地震又は火災等による災害が発生し、研究用病原性微生物等の安全管理に関し、この規程に定める措置のみでは不十分と判断した場合は、直ちに緊急対策本部を設置しなければならない。

２　委員会は、前項の緊急対策本部が設置されるまでの間、緊急事態に即応した所要の措置を講ずるとともに、緊急事態の内容及び範囲並びに講じた緊急措置の内容等を速やかに緊急対策本部に報告しなければならない。

３　大規模地震対策特別措置法（昭和53年法律73号）第２条第13号に規定する警戒宣言（以下「警戒宣言」という。）が発せられた場合又は地震若しくは火災等の災害が発生したときに各指定実験室において講じなければならない措置は、委員会の定めるところによる。

４　各指定実験室において研究用病原性微生物等を取り扱う教職員等は、前項の場合において、直ちに所要の措置を講じなければならない。
（一部改正　令和４年達第81号）

　（緊急対策本部）

第19条　前条第１項に規定する緊急対策本部は、本部長、該当の研究科長及び委員会の委員で組織する。

２　緊急対策本部の本部長は、学長をもって充てる。

３　緊急対策本部は、次の各号に掲げる事項を指揮又は処理する。

(1) 研究用病原性微生物等の逸出の防止に関すること。

(2) 汚染防止並びに汚染された場所及び物の処置に関すること。

(3) 被汚染者の処置に関すること。
(4) 汚染区域の設定に関すること。
(5) 汚染区域の安全性調査及び危険区域の解除に関すること。

(6) 広報活動に関すること。

(7) 前各号に掲げるもののほか、緊急時措置に必要な事項に関すること。

４　緊急対策本部は、研究用病原性微生物等に関する安全性が確認され、緊急事態が解消したときに、本部長が解散する。

（一部改正　平成31年達第63号、令和４年達第81号）

　　　第４章　健康管理

　（定期の健康診断）

第20条　学長は、管理区域内での業務に従事する教職員等に対して、定期の健康診断を実施しなければならない。

２　定期の健康診断は、少なくとも年１回実施する。

３　管理区域での業務に従事する教職員等は、前項の健康診断を受けなければならない。
（一部改正　令和４年達第81号）

　（臨時の健康診断）

第21条　学長は、必要と認める場合には、教職員等に対して臨時の健康診断を受けさせなければならない。
（一部改正　令和４年達第81号）

　（健康診断の記録）

第22条　学長は、健康診断の結果、健康管理上必要と認められる事項について、教職員等ごとに記録を作成しなければならない。

２　前項の記録は、教職員等の離職又は退職後も、10年間これを保存しなければならない。
（一部改正　令和４年達第81号）
　（健康診断後の措置）第23条　学長は、健康診断の結果、教職員等に研究所規程別冊１に定める　

BSL２からBSL４までの研究用病原性微生物等による感染が疑われる場合には、直ちに必要な措置を講ずるものとする。
（一部改正　令和４年達第81号）

　（血清の保存）

第24条　学長は、研究用病原性微生物等を取り扱う教職員等の健康管理のため必要な場合は、血清を保存するものとする。
（一部改正　令和４年達第81号）

　（病気等の届出等）

第25条　BSL２からBSL４までの研究用病原性微生物等を取り扱う教職員等は、第23条に定める場合に該当しない場合においても、病気等により当該研究用病原性微生物等による感染が疑われる場合は、直ちに危害防止主任者を通して委員会及び所管の研究科長にその旨を連絡しなければならない。

２　前項の連絡を受けた場合、委員会は、直ちに当該研究用病原性微生物等による感染の有無について、詳細な調査を行わなければならない。

３　委員会は、前項の調査の結果について、学長に報告するものとする。

（一部改正　平成27年達第60号、平成29年達第70号、平成31年達第63号、令和４年達第81号）
　　　

第５章　遵守義務と罰則
　（遵守義務）

第26条　教職員等は、研究用病原性微生物等の取扱いについて、安全管理の重要性を十分理解し、法令等を遵守しなければならない。

２　教職員等は、研究用病原性微生物等を取り扱うにあたっては、この規程の定めるところによらなければならない。

３　教職員等は、この規程に反する重大な事項を知ったときは、委員会に報告しなければならない。

　（罰則）

第27条　学長は、この規程に定める安全管理に関する事項に違反した教職員等に対し、管理区域への立入り及び指定実験室の使用等について禁止又は制限等の措置をとることができる。この場合における措置については、違反の内容により当該違反者に加え、研究科単位で同様の措置をとることができる。
（一部改正　令和４年達第81号）

第６章　その他

　（雑則）

第28条　この規程の施行に関して必要な事項は、委員会の議を経て、学長が定める。
（一部改正　令和４年達第81号）

附　則

１　この規程は、発布の日（以下「施行日」という。）から施行する。

２　この規程に定めるもののほか、この規程の施行に関し必要な事項は、別に定める。
　　　附　則（平成27年公立大学法人名古屋市立大学達第60号）

１　この規程は、発布の日から施行する。
２　平成26年４月１日から施行日の前日までの間に申請された研究用病原性微生物等の供与については、この規程による改正後の名古屋市立大学研究用病原性微生物等安全管理規程第９条第４項の２の規定に準じてなされた申請とみなす。
　　　附　則（平成28年公立大学法人名古屋市立大学達第８号）

１　この規程は、発布の日から施行する。
２　施行日の前日までにおいて、この規程による改正後の名古屋市立大学研究用病原性微生物等安全管理規程（以下「改正後規程」という。）の規定に準じて作成された様式にあっては、改正後規程の様式の要件を満たしているものとみなす。

附　則（平成28年公立大学法人名古屋市立大学達第79号）

この規程は、発布の日から施行する。

附　則（平成29年公立大学法人名古屋市立大学達第70号）

１　この規程は、平成29年12月１日から施行する。
２　施行日の前日までにおいて、この規程による改正後の名古屋市立大学研究用病原性微生物等安全管理規程（以下「改正後規程」という。）の規定に準じて作成された様式にあっては、改正後規程の要件を満たしているものとみなす。

附　則（平成31年公立大学法人名古屋市立大学達第63号）

　この規程は、平成31年４月１日から施行する。
附　則（令和元年公立大学法人名古屋市立大学達第41号）

１　この規程は、発布の日から施行する。
２　施行日の前日までにおいて、この規程による改正後の名古屋市立大学研究用病原性微生物等安全管理規程（以下「改正後規程」という。）の規定に準じて作成された様式にあっては、改正後規程の要件を満たしているものとみなす。
　　　附　則（令和４年公立大学法人名古屋市立大学達第81号）

１　この規程は、発布の日（以下「施行日」という。）から施行し、この規程による改正
後の名古屋市立大学研究用病原性微生物等安全管理規程（以下「改正後規程」という。）
の規定は、令和４年４月１日から適用する。
２　施行日の前日までにおいて、改正後規程の規定に準じて作成された様式にあっては、改正後規程の要件を満たしているものとみなす。
　　　附　則（令和６年公立大学法人名古屋市立大学達第45号）

１　この規程は、令和６年４月１日から施行する。
２　施行日の前日までにおいて、改正後の名古屋市立大学研究用病原性微生物等安全管理規程（以下「改正後規程」という。）の規定に準じて作成された様式にあっては、改正後規程の要件を満たしているものとみなす。
様式第１号

	申請番号

	承認年月日　　　　年　　月　　日


申請年月日　　   　年　　 月　　日

BSL2,3実験室申請書（新規・変更）

名古屋市立大学

学長　様
申請者（所属・職名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    （氏名）　　　　　　　　　　　　　印
名古屋市立大学研究用病原性微生物等安全管理規程第８条第２項の規定に基づき、下記の実験室使用について（新規・変更）申請します。

	実験室名（部屋名）
	□BSL２　□BSL３
既に承認されている申請番号（　　　　）


	使用開始年月日
	　　　　　年　　　　月　　　　日

	主な取扱予定研究用病原性微生物等の名称
	

	施設責任者
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	実験室の概略図
	別紙のとおり


注１　別紙には、安全キャビネットとオートクレーブの設置場所を明示すること。
注２　変更申請を行う場合は、変更箇所に下線を引くこと。
注３　変更申請を行う場合は、既に承認されている申請番号を記載すること。

（一部改正　平成27年達第60号、平成29年達第70号、令和元年達第41号、令和４年達第81号、令和６年達第45号）
様式第２号

	届出番号　

	受理年月日　　　　年　　月　　日


届出年月日　　   　年　　 月　　日

BSL2,3実験室使用終了届

名古屋市立大学

学長　様
届出者　　（所属・職名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（氏名）　　　　　　　　　　　　　印
指定実験室について、名古屋市立大学研究用病原性微生物等安全管理規程第８条第３項の規定に基づき、下記実験室としての使用を終了することを届け出ます。

	実験室名（部屋名）
	□BSL２　□BSL３
既に承認されている申請番号（　　　　）

	使用終了年月日
	　　               　　　年　　　　月　　　　日

	取扱研究用病原性微生物等の名称
	

	施設責任者
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


（一部改正　令和元年達第41号、令和４年度達第81号、令和６年達第45号）
様式第３号
	注１

申請番号　

	承認年月日　　　　年　　月　　日


申請年月日　　 　　年　　 月　　日

BSL2研究用病原性微生物等取扱申請書

名古屋市立大学

学長　様
申請者（所属・職名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（氏名）　　　　　　　　　　　　　印

名古屋市立大学研究用病原性微生物等安全管理規程第９条第1項の規定に基づき、BSL２研究用病原性微生物等の取扱いについて申請いたします。
	研究用病原性微生物等の名称
	注２

	研究用病原性微生物等の株種
	□実験室株（名称：　　　　　　　　　　　　　　　）

□臨床分離株

	研究用病原性微生物等のレベル
	BSL２　　

注３ 注４　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	研究用病原性微生物等の取扱及び保管責任者（同一人の本学教員）
	

	利用（保管）の目的
	

	利用
	研究用病原性微生物等を遺伝子組換え実験で利用
	□申請予定なし

□申請中　

事務局欄：承認番号（　　　　　　）※承認後追記

□ BSL変更なし

□ BSL変更あり(BSL    )

	
	研究用病原性微生物等を動物実験で利用
	□申請予定なし

□申請中

事務局欄：承認番号（　　　　　　）※承認後追記

	
	その他
	

	
	
	(1) 研究用病原性微生物等を用いる実験室（設備・備品等）
	

	
	
	(2) 研究用病原性微生物等を用いる実験の方法
	

	保管
	(1) 保管場所
	

	
	(2) 保管の方法
	

	施錠の方法
	

	研究用病原性微生物等を外部から受入れる場合
	（外部機関名）・（外部機関の取扱責任者）



	
	受入れ予定日：　　年　　　月　　日

	その他特記事項
	注５　

	既に承認されている申請番号と変更内容
	注６　


注１　「申請番号」は、所属及び年度ごとで記入する。

注２　研究用病原性微生物等を含む細胞等を取扱う場合は、研究用病原性微生物等の名称及びそれらを含む細胞等の名称を記載すること。臨床検査等のために多数の検体から同様の細胞等を分取し保管及び実験利用する場合は、病原性微生物等の名称のみ記載すること。

注３　研究用病原性微生物等のうち、日本細菌学会の定める「病原細菌のBSLレベル」表に掲げられていない細菌については、BSL分類及びその判断根拠について示し、また「研究用病原性微生物等の応急措置法及び曝露対応基準」を作成し添付すること。ただし、BSLの決定については、委員会にて審議する。

注４　研究用病原性微生物等のうち、国立感染症研究所病原体等安全管理規程に定める別冊１に掲げられていない細菌以外の病原性微生物等については、BSL分類及びその判断根拠について示し、また「研究用病原性微生物等の応急措置法及び曝露対応基準」を作成し添付すること。ただし、BSLの決定については、委員会にて審議する。

注５　「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に定める特定病原体等の場合はその病原体等の種類を記入する。
注６　変更申請の場合は、既に承認されている申請番号と今回の変更内容を簡潔に記載すること。
（一部改正　平成27年達第60号、平成28年達第８号、令和４年達第81号）
様式第４号

	注１
申請番号　

	承認年月日　　　　年　　月　　日


　　

申請年月日　　 年　　月　　日

研究用病原性微生物等取扱申請書
名古屋市立大学

学長　様
申請者（所属・職名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　        （氏名）　　　　　　　　　　　　　印
名古屋市立大学研究用病原性微生物等安全管理規程第９条第２項の規定に基づき、研究用病原性微生物等の取扱いを申請いたします。

	研究用病原性微生物等の名称
	注２

	研究用病原性微生物等の株種
	□実験室株（名称：　　　　　　　　　　　　　　　）

□臨床分離株

	研究用病原性微生物等のレベル
	□BSL３　□BSL４ 　　※該当のものにレ点をつけること　

注３ 注４

	研究用病原性微生物等の取扱及び保管責任者（同一人の本学教員）
	

	利用（保管）の目的
	

	利用
	研究用病原性微生物等を遺伝子組換え実験で利用
	□申請予定なし

□申請中　

事務局欄：承認番号（　　　　　　）※承認後追記

□ BSL変更なし

□ BSL変更あり(BSL    )

	
	研究用病原性微生物等を動物実験で利用
	□申請予定なし

□申請中

事務局欄：承認番号（　　　　　　）※承認後追記

	
	その他
	

	
	
	(1) 研究用病原性微生物等を用いる実験室（設備・備品等）
	

	
	
	(2) 研究用病原性微生物等を用いる実験の方法
	

	保管
	(1) 保管場所
	

	
	(2) 保管の方法
	

	施錠の方法
	

	研究用病原性微生物等を外部から受入れる場合
	（外部機関名）・（外部機関の取扱責任者）



	
	受入れ予定日：　　年　　　月　　日

	その他特記事項
	注５　

	既に承認されている申請番号と変更内容
	注６　


注１　「申請番号」は、所属及び年度ごとで記入する。

注２　研究用病原性微生物等を含む細胞等を取扱う場合は、研究用病原性微生物等の名称及びそれらを含む細胞等の名称を記載すること。臨床検査等のために多数の検体から同様の細胞等を分取し保管及び実験利用する場合は、病原性微生物等の名称のみ記載すること。

注３　研究用病原性微生物等のうち、日本細菌学会の定める「病原細菌のBSLレベル」表に掲げられていない細菌については、BSL分類及びその判断根拠について示し、また「研究用病原性微生物等の応急措置法及び曝露対応基準」を作成し添付すること。

注４　研究用病原性微生物等のうち、国立感染症研究所病原体等安全管理規程に定める別冊１に掲げられていない細菌以外の病原性微生物等については、BSL分類及びその判断根拠について示し、また「研究用病原性微生物等の応急措置法及び曝露対応基準」を作成し添付すること。

注５　「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に定める特定病原体等の場合はその病原体等の種類を記入する。

注６　変更申請の場合は、既に承認されている申請番号と今回の変更内容を簡潔に記載すること。
（一部改正　平成27年達第60号、平成28年達第８号、令和４年達第81号）
様式第５号
	申請番号　

	承認年月日　　　　年　　月　　日


　　

申請年月日　　 年　　月　　日
BSL2,3研究用病原性微生物等移動（受入）申請書
名古屋市立大学

学長　様
申請者（所属・職名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　         （氏名）　　　　　　　　　　　　　　印

名古屋市立大学研究用病原性微生物等安全管理規程第９条第３項の規定に基づき、BSL2,3研究用病原性微生物等の移動（受入）について申請いたします。
	移動させる研究用病原性微生物等の名称(BSL)
	(BSL    )

	研究用病原性微生物等の株種
	□実験室株（名称：　　　　　　　　　　　　　　　）

□臨床分離株

	家畜伝染病予防法に規程する　輸入許可の有無又は届出確認の　有無
	（有・無）有の場合は、許可証明書又は確認書の写しを添付すること。

無の場合は、その理由を次の中から選ぶこと。

1. 国内分離株のため

2. 海外分離株だが監視伝染病の研究用病原性微生物等でもなく届出研究用病原性微生物等でもないため

3. その他：理由（                                                   ）

	移動の目的
	

	相手機関名
	

	相手機関の移動責任者
	所属
	

	
	氏名
	

	連絡先
	住所
	

	
	TEL：

	移動方法
	□郵送　　　□持参　　　□その他（　　　　　　                   　　　　　）

	受入責任者
	

	所属名　搬入実験室名
	

	BSL2実験室施設責任者、又はBSL3実験室施設責任者
	　　　　　　　　印

	BSL3研究用病原性微生物等取扱責任者
	　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	移動予定年月日
	　　　　　　年　　　月　　　日

	備考
	


（一部改正　平成27年達第60号、平成28年達第８号、令和元年達第41号、令和４年達第81号）

様式第５号の２

	届出番号　

	受理年月日　　　　年　　月　　日


　　

届出年月日　　 年　　月　　日
BSL2,3研究用病原性微生物等移動（受入）届
名古屋市立大学

学長　様
届出者（所属・職名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　         （氏名）　　　　　　　　　　　　　　印

名古屋市立大学研究用病原性微生物等安全管理規程第９条第３項ただし書きの規定に基づき、BSL2,3研究用病原性微生物等の移動（受入）について届け出ます。
	移動させる研究用病原性微生物等の名称(BSL)
	(BSL    )

	研究用病原性微生物等の株種
	□実験室株（名称：　　　　　　　　　　　　　　　）

□臨床分離株

	申請番号　　　　注1
	

	家畜伝染病予防法に規程する　輸入許可の有無又は届出確認の　有無
	（有・無）有の場合は、許可証明書又は確認書の写しを添付すること。

無の場合は、その理由を次の中から選ぶこと。

4. 国内分離株のため

5. 海外分離株だが監視伝染病の研究用病原性微生物等でもなく届出研究用病原性微生物等でもないため

6. その他：理由（                                                   ）

	移動の目的
	

	相手機関名
	

	相手機関の移動責任者
	所属
	

	
	氏名
	

	連絡先
	住所
	

	
	TEL：

	移動方法
	□郵送　　　□持参　　　□その他（　　　　　　                   　　　　　）

	受入責任者
	

	所属名　搬入実験室名
	

	BSL2実験室施設責任者、又はBSL3実験室施設責任者
	　　　　　　　　印

	BSL3研究用病原性微生物等取扱責任者
	　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	移動（予定）年月日
	　　　　　　年　　　月　　　日

	備考
	


注１　承認された「BSL2,3研究用病原性微生物等移動（受入）申請書」の申請番号を記入する。
（この様式追加　平成28年達第79号、一部改正　令和元年達第41号、令和４年度達第81号）
様式第６号（本学用）

	申請番号　

	承認年月日　　　　年　　月　　日


　　

申請年月日　　 年　　月　　日
BSL2,3研究用病原性微生物等移動（受入）申請書
名古屋市立大学

学長　様
申請者（所属・職名）
　　　　　　　　　　　　　　　　           （氏名）　　　　　　　　　　　　　　印
名古屋市立大学研究用病原性微生物等安全管理規程第９条第４項の規定に基づき、BSL2,3研究用病原性微生物等の移動（受入）について申請いたします。
	移動させる研究用病原性微生物等の名称(BSL)
	(BSL    )

	研究用病原性微生物等の株種
	□実験室株（名称：　　　　　　　　　　　　　　　）

□臨床分離株

	移動目的
	

	所属名
	　　　　研究科から　　　　　研究科

	相手所属名
	

	移動責任者
	所属名：　　　　　　　氏名：

	連絡先
	TEL(内線)：            e-mail:

	搬出実験室名
	

	BSL2搬出実験室施設責任者、又はBSL3搬出実験室施設責任者
	　　　　　　　　　　　　　　　　印

	BSL3搬出研究用病原性微生物等取扱責任者
	　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	移動方法
	□郵送　　　□持参　　　□その他（　　　　　　                   　　　　　）

	受入責任者
	

	連絡先
	

	搬入実験室名
	

	BSL2搬入実験室施設責任者、又はBSL3搬入実験室施設責任者
	　　　　　　　　　　　　　　　　印

	BSL3搬入研究用病原性微生物等取扱責任者
	　　　　　　　　　　　　　　　　印

	移動予定年月日
	　　　　　年　　　　　月　　　　　日

	備考
	


（一部改正　平成27年達第60号、平成28年達第８号、令和元年達第41号、令和４年達第81号）
様式第６号の２

	申請番号　

	承認年月日　　　　年　　月　　日


　　

申請年月日　　 年　　月　　日

BSL2,3研究用病原性微生物等供与申請書
名古屋市立大学

学長　様
供与元責任者（所属・職名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（氏名）　　　　　　　　　　　　　　印
供与先責任者（所属・職名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（氏名）　　　　　　　　　　　　　　印
名古屋市立大学研究用病原性微生物等安全管理規程第９条第５項の規定に基づき、BSL2,3研究用病原性微生物等の供与について申請いたします。
	供与する研究用病原性微生物等の名称(BSL)
	(BSL    )

	研究用病原性微生物等の株種
	□実験室株（名称：　　　　　　　　　　　　　　　）

□臨床分離株

	申請番号　　　　注1
	

	供与の目的
	

	供与
元
	(1) 利用・保管の
　状況
	

	
	(2) 分与・全部供与の別
	□分与（一部供与）　　　□全部供与

	供
与
先
	(1) 大学等(及びその機関)の名称
	

	
	(2) 微生物を用いる実験室の名称及び設備等
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［レベル：　　　　］

	
	(2) 供与先責任者の連絡先
	

	運搬の方法
	□郵送　　　□持参　　　□その他（　　　　　　　　　　　　　）

	供与予定年月日
	　　　　年　　　月　　　日

	その他特記事項　注２
	


注１　供与する微生物について、利用又は保管を開始したとき（その後変更があった場合には、直近の変更時）における「BSL2研究用病原性微生物等取扱申請書」又は「研究用病原性微生物等取扱申請書」の申請番号を記入する。

注２　「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に定める特定病原体等の場合はその病原体等の種類を記入する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（この様式追加　平成27年達第60号、平成28年達第８号、一部改正　令和４年達第81号）
様式第６号の３

	届出番号　

	受理年月日　　　　年　　月　　日


　　

届出年月日　　 年　　月　　日

BSL2,3研究用病原性微生物等供与届
名古屋市立大学

学長　様
供与元責任者（所属・職名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（氏名）　　　　　　　　　　　　　　印
供与先責任者（所属・職名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（氏名）　　　　　　　　　　　　　　印
名古屋市立大学研究用病原性微生物等安全管理規程第９条第５項ただし書きの規定に基づき、BSL2,3研究用病原性微生物等の供与について届け出ます。
	供与する研究用病原性微生物等の名称(BSL)
	(BSL    )

	研究用病原性微生物等の株種
	□実験室株（名称：　　　　　　　　　　　　　　　）

□臨床分離株

	申請番号　　　　注1
	取扱：
供与：

	供与の目的
	

	供与
元
	(1) 利用・保管の
　状況
	

	
	(2) 分与・全部供与の別
	□分与（一部供与）　　　□全部供与

	供
与
先
	(1) 大学等(及びその機関)の名称
	

	
	(2) 微生物を用いる実験室の名称及び設備等
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［レベル：　　　　］

	
	(3) 供与先責任者の連絡先
	

	運搬の方法
	□郵送　　　□持参　　　□その他（　　　　　　　　　　　　　）

	供与（予定）年月日
	　　　　年　　　月　　　日

	その他特記事項　注２
	


注１　供与する微生物について、利用又は保管を開始したとき（その後変更があった場合には、直近の変更時）における「BSL2研究用病原性微生物等取扱申請書」又は「研究用病原性微生物等取扱申請書」の申請番号を記入する。また、承認された「BSL2,3研究用病原性微生物等供与申請書」の申請番号を記入する。

注２　「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に定める特定病原体等の場合はその病原体等の種類を記入する。
（この様式追加　平成28年達第79号、一部改正　令和４年達第81号）
様式第７号
	届出番号　

	受理年月日　　　　年　　月　　日


　　

届出年月日　　 年　　月　　日

BSL2,3研究用病原性微生物等廃棄届
名古屋市立大学

学長　様
届出者（所属・職名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　         （氏名）　　　　　　　　　　　　　　印
名古屋市立大学研究用病原性微生物等安全管理規程第９条第６項の規定に基づき、BSL２，３研究用病原性微生物等の廃棄について届け出ます。

	廃棄する研究用病原性微生物等の名称(BSL)
	(BSL    )

	研究用病原性微生物等の株種
	□実験室株（名称：　　　　　　　　　　　　　　　）

□臨床分離株

	廃棄する理由
	

	廃棄の方法
	

	廃棄予定日
	　　　　　年　　　　　月　　　　　日

	取扱責任者
	所属：　　　　　　　　　　氏名：

	連絡先
	TEL:(内線)：　　　　　　e-mail:

	保管場所（所属名、実験室名）
	所属名：

実験室名：

	BSL2実験室施設責任者、又はBSL3実験室施設責任者
	　　　　　　　　　　　　　　　　印

	BSL3研究用病原性微生物等取扱責任者
	　　　　　　　　　　　　　　　　印

	保管庫の責任者
	　　　　　　　　　　　　　　　　印

	備考
	


（一部改正　平成28年達第８号、令和元年達第41号、令和４年達第81号）
様式第８号　国際バイオハザード標識
BIOHAZARD
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研究用微生物実験室（ＢＳＬ　　）

	施設責任者
	職名
	氏名

	安全主任者
	職名
	氏名

	危害防止主任者
	職名
	氏名

	緊急時連絡先
電話番号（内線・自宅）
	


（一部改正　令和元年達第41号）
